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第１ はじめに 

（１）策定経緯と目的 

 ① 策定経緯 

  本市の指定管理者制度は、地方自治法第 244 条の改正（平成 15 年６月公布、同

年９月施行）を受け、平成 16 年 10 月に制定した「公の施設の管理に係る指定管理

者制度導入の基本方針」や２つの統一方針を作成し、平成 18 年４月から 14 施設に

導入してきました。 

  平成 23 年３月末には、当初導入した 14 施設の指定管理期間が終了することか

ら、撤退回避策やリスク管理等について、過去の統一方針の統合も含めた見直しを

行い、引き続き指定管理者制度の導入を推進してきました。 

  指定管理者制度の導入から 10 年以上が経過し、公の施設の管理手法も大きく変

化している現在、ＰＦＩなどの新たな官民連携方式との整合を図るとともに、市民

の視点に立ったより効果的かつ効率的な施設の運営が実現できるよう制度の検証

及び見直しを図る必要が生じています。 

  このような現状に対応するとともに、今後更なる制度の活用を図っていくため、

統一方針を改訂し、新たに「指定管理者制度導入ガイドライン」を作成するもので

す。 

 ② 目  的 

本ガイドラインは、指定管理者制度を運用するにあたっての市の基本的な考え方、

標準的な手続等を定めたものであり、主に以下の２点を目的としています。 

なお、本ガイドラインは、現に市から指定を受けている指定管理者の選定・指定

時の条件や当該指定管理者との協定等の関係上、適用できないものを除き、令和４

年６月以降の指定管理者制度運用において適用することとします。 

 

＜ガイドライン策定の目的＞ 

・ 制度運用に関する本市の基本的な考え方等を広く公表し、市民や事業者に情

報提供を行うことによって、より一層わかりやすい制度運用を図ること。 

・ 本市としての基本方針を各施設所管課や指定管理者に明らかにすることによ

り、各施設における適正かつ円滑な制度運用を図ること。 

 

 

（２）指定管理者制度の導入状況 

指定管理者制度の全国的な導入状況（平成 30 年４月１日時点）については、次の

とおりとなっています。各施設所管課においては、類似施設の導入状況や運用実績な

どを参考に、更なる制度の活用を検討してください。 
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＜指定管理者制度の導入状況＞ 

 都道府県 指定都市 市区町村 合計 

レクリエーション・

スポーツ施設 
548 施設 925 施設 13,742 施設 15,215 施設 

産業振興施設 143 施設 137 施設 6,234 施設 6,514 施設 

基盤施設 5,448 施設 3,569 施設 17,420 施設 26,437 施設 

文教施設 527 施設 1,341 施設 13,695 施設 15,563 施設 

社会福祉施設 283 施設 2,136 施設 10,815 施設 13,234 施設 

合計 6,949 施設 8,108 施設 61,906 施設 76,963 施設 

 

＜ 公の施設の例 ＞ 

No. 分類名 施設概要 

１ レクリエーション・スポーツ施設 体育館、武道場、競技場 等 

２ 産業振興施設 産業情報提供施設、展示場施設 等 

３ 基盤施設 公園、公営住宅、駐車場・駐輪場 等 

４ 文教施設 図書館、博物館、公民館 等 

５ 社会福祉施設 病院、診療所、特別養護老人ホーム 等 

 

（３）見直しの視点 

① ガイドラインの作成 

  少子高齢化などを背景とした厳しい財政状況や高度化・多様化する公共サービス

への需要に対応するためには、より一層の効果的・効率的な行政運営が求められて

います。 

  このような状況を踏まえ、本市においても行政と民間事業者の役割分担を見直す

とともに、指定管理者制度を導入することが適切な施設については積極的に導入し、

公共サービスの最適化を図るため、統一方針をよりわかりやすく体系的に整備する

ことで、更なる指定管理者制度の導入を推進するものです。 

 

② モニタリング制度の拡充 

  市は、公の施設の設置者として、指定管理者制度導入施設における利用者へのサ

ービス水準が適正であるか把握し、その内容を市民に対し説明する責任を有してい

ることから、モニタリング方法やモニタリング結果の公表を行うなど、透明性を確

保するとともに、市民サービスの向上を目指すものです。 
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第２ 公の施設の定義 

（１）公の施設の定義 

公の施設とは、地方自治法（以下「法」という。）第 244 条第１項の規定により、住

民の福祉を増進する目的をもって住民の利用に供するために普通地方公共団体が設

ける施設を指します。 

公の施設であるためには、以下に示す要件を全て満たす必要があり、例えば庁舎の

ように公の目的のために設けられたものであっても、住民の利用に供することを目的

としないものは、公の施設に該当しません。 

 

＜ 公の施設の要件 ＞ 

No. 要  件 内  容 

１ 
住民の利用に供するための施設であ

ること 

住民利用を目的としない施設（研究機

関や庁舎内事務室）は公の施設となら

ない 

２ 
住民の福祉を増進することを目的と

する施設であること 

収益を目的とする施設（競輪場等）は

公の施設とならない 

３ 
普通地方公共団体が設ける施設であ

ること 

国や公益法人などが設置者となる施

設は公の施設とならない 

※ 地方公共団体は、公の施設を設置するにあたり、必ずしも所有権を取得すること

まで必要ではなく、賃借権や仕様貸借権等によって、施設を住民に利用させる権限

を有している場合も、公の施設とすることができます。 

 

＜ 施設の定義 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公の施設以外の施設 

市の施設 公の施設 指定管理者制度導入施設 

直営施設（一部委託を含む） 
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（２）本市の状況 

＜ 市の施設数及び指定管理施設数 ＞ 

区 分 
市の 

施設数 

公の 

施設数 

指定管理

施設数 

行政系施設（庁舎、消防施設 等） 19 施設 １施設 ０施設 

学校教育系施設（校舎、学校給食センター 等） 68 施設 １施設 ０施設 

市民文化系施設（公民館、コミュニティセンター 等） 27 施設 27 施設 ５施設 

福祉施設（社会福祉センター、福祉作業所 等） ８施設 ７施設 ３施設 

子育て支援施設（保育園、児童センター 等） 36 施設 36 施設 ０施設 

スポーツ施設（体育館、テニスコート 等） 14 施設 14 施設 10 施設 

公営住宅 ８施設 ８施設 ０施設 

公園 204 施設 203 施設 ０施設 

その他施設（防災備蓄倉庫、クリーンセンター） ３施設 ０施設 ０施設 

合計 387 施設 297 施設 18 施設 

※施設分類は、公共施設等総合管理計画に基づく分類 

※公園施設は、令和３年３月３１日時点の公園数 

＜ 指定管理者制度導入施設（令和４年４月１日時点） ＞ 

施 設 名 指定日（議決日） 管理開始日 指定期間 

鎌ケ谷ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 令和元年９月 30 日 令和２年４月１日 ５年間 

南初富ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 令和元年９月 30 日 令和２年４月１日 ５年間 

道野辺中央ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 令和元年９月 30 日 令和２年４月１日 ５年間 

地域福祉センター 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

社会福祉センター 平成 30 年 12 月 14 日 平成 31 年４月１日 ５年間 

福祉作業所 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

きらりホール 令和元年９月 30 日 令和２年３月１日 ６年間 

中央公民館 令和元年９月 30 日 令和２年３月１日 ６年間 

市民体育館 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

市営陸上競技場 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

市営野球場 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

市営庭球場 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

市営キャンプ場 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

東初富テニスコート 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

東野少年野球場 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

中沢みんなのスポーツ広場 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

弓道場 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 

アーチェリー場 令和３年 12 月 10 日 令和４年４月１日 ５年間 
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第３ 指定管理者制度について 

（１）指定管理者制度の概要 

指定管理者制度とは、地方自治体が設置する「公の施設」の管理運営について、民

間事業者に委ねることを可能とする地方自治法上の制度です（法第 244 条の２）。 

指定管理者制度は、平成 15 年６月の法改正により創設されたものですが、従来は

行政処分として地方自治体が行っていた利用許可権限等、施設に関する管理権限を指

定管理者に委任できることとなったほか、主に下表に示される点が従来の「管理委託

制度」から変更となりました。 

また、指定管理者制度は、公の施設の管理運営を通じて政策目的を達成するための

手法の一つと位置づけられ、その目的は「多様化する市民ニーズにより効果的、効率

的に対応するため、公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、市民サービスの向上

と経費の節減等を図ること」であるとされています（平成 15 年７月 17 日付け総務省

通知 総行行第 87 号）。 

 

＜ 指定管理者制度と管理委託制度の比較 ＞ 

 管理委託制度 指定管理者制度 

管理運営 

の主体 

・公共団体、公共的団体、地方

自治体の出資法人等に限定 

・相手方を条例で規定 

・民間事業者を含む幅広い団体

（法人格は不要。ただし、個

人は除く） 

・議会の議決を経て指定 

権限と業務

の範囲 

・施設の設置者である地方公共

団体との契約に基づき、具体

的な管理の事務又は業務の執

行を行う 

・施設の管理権限及び責任は、

地方自治体が引き続き有する

（使用許可権限も付与できな

い） 

・施設の管理権限を指定管理者

に委任（使用許可権限を含

む） 

・地方自治体は、管理権限は行

使せず、設置者としての責任

を果たす立場から必要に応じ

て指示等を行う 

条例で規定

する内容 
・委託の条件、相手方等 

・指定の手続、指定管理者が行

う管理の基準及び業務の範囲 

法的性質 ・委託（契約） 

・指定（行政処分） 

・管理運営の細目等について

は、協定（行政処分の附款）

により規定 
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（２）指定管理者制度の特徴 

指定管理者制度は、施設の管理運営に係る民間事業者の優れた経営ノウハウや技術

等を活用することにより、管理経費の縮減、利用者へのサービス向上等を図ることが

期待できる制度であり、主な特徴は、下表のとおりです。 

 

＜ 指定管理者制度の特徴 ＞ 

項 目 特 徴 

① 受託主体 
法人その他の団体（法人格は必ずしも必要で

はない）。 

② 法的性格 

「指定」（行政処分の一種）により公の施設の

管理権限を、指定を受けた者に委任する（「管

理の代行」）。 

③ 公の施設の管理権限 
指定管理者が有する。（「管理の基準」、「業務の

範囲」は、条例で定めることを要する） 

 

 ア 施設の使用許可 
条例の定めるところにより、指定管理者が行

うことができる。 

 イ 基本的な利用条件の設

定 

「管理の基準」として条例で定めることを要

し、指定管理者は設定することができない。 

 ウ 不服申立に対する決定、

行政財産の目的外使用 
指定管理者は行うことができない。 

④ 公の施設の設置者としての責

任 
地方公共団体 

⑤ 利用料金制度 採用することが可能。 

⑥ 議会の議決 指定管理者の指定には、議会の議決が必要 

 

（３）指定管理者の権限・義務等 

① 利用者に対する利用許可等の権限 

 指定管理者制度により、従来は行政処分として市が行っていた利用許可等の施設

の管理権限を指定管理者に委任できますが、法令により市長のみが行うこととされ

ている次の事項等の権限については、指定管理者に委ねることは認められていませ

ん（平成 15 年７月 17 日総行行第 87 号の総務省通知）。 

また、個別法に制限のある場合（例：市営住宅）等を除き、実際にどのような権

限を与えるかについては、各施設の特性を考慮した上で、各施設の設置条例におい

て規定します。 

同種の施設が複数存在する場合（例：地区センター）、平等利用など公平性の観点

から、各施設所管課は、利用許可等の取り扱いに関する統一基準を策定しておくこ

とが望ましいです。 



7 

 

 

＜ 法令により市長のみが行える権限 ＞ 

No. 権限 法令名 

１ 使用料の強制徴収 法第 231 条の３ 

２ 行政財産の目的外使用許可 法第 238 条の４ 

３ 不服申立てに対する決定 法第 244 条の４ 

 

② 利用許可等の法的位置付け 

指定管理者に対して利用許可等の権限を与える場合、あくまでも指定管理者は

「本市の機関」として権限を行使するものであることから、鎌ケ谷市行政手続条例

（平成９年条例第１号（以下「行政手続条例」という。））の規定が適用されます。 

そのため、許可基準を受付場所に掲示するなどにより公にする必要があること、

不許可とする場合にはその理由を示す必要があること等を、協定において確認的に

規定します。 

また、申請に対する判断に際して、疑義が生じた場合には、各施設所管課と協議

した上で決定することも協定で規定します。 

さらに、手続きについては、行政不服審査法、行政事件訴訟法等の規定を踏まえ

て行われることを、協定に明記します。 

 

③ 目的外使用許可 

利用許可等の権限については指定管理者に付与することが可能ですが、目的外使

用の許可権限については、地方自治法上、市が引き続き有することとされているた

め、指定管理者が権限を行使できるものではありません（平成 15 年７月 17 日総行

行第 87 号の総務省通知）。 

例えば、指定管理者に管理運営を任せている施設において、屋外広告物や飲料水

等の自動販売機の設置等は、「行政財産の目的外使用許可」として本市が行政処分を

行うこととなります。 

また、指定管理者へ「指定を行う行政処分」と、「行政財産の目的外使用許可」と

いう行政処分は、地方自治法上の根拠等が異なる処分であることから、施設の管理

者である指定管理者に対して、当然に、「行政財産の目的外使用許可」を与えるもの

でないことについても留意してください。 
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第４ 指定管理者制度の導入について 

（１）指定管理者制度導入の基本的な考え方 

 公の施設は市民の共有財産であり、住民の福祉の増進に使われるべきものです。 

本市はこれまでも公の施設の設置目的を効果的に果たすべく指定管理者制度を

積極的に導入してきましたが、活用にあたって最も重要なことは、「市民にとって利

用しやすく役に立つ施設」として管理運営されることです。 

 指定管理者制度を適用する施設は、市民の平等で公平な利用の確保のもと、市が

直営により提供する以上のサービスの充実を図ることを基本に、以下の視点を踏ま

えて施設毎に総合的に検討・判断する必要があります。 

 なお、該当項目が多いほど、民間事業者等の管理運営の領域であると考えられま

すが、特に高度な公的責任や専門性を有するなど、公共性・公益性の高い施設につ

いては、市の直営により管理することとします。 

＜ 指定管理者制度導入の検討項目 ＞ 

No. 検討項目 

１ 
民間事業者等の創意工夫や柔軟な発想により、利用ニーズにあった迅速な対

応やサービスの向上が期待できること（開館日数・時間の拡大など） 

２ 
民間事業者等による競争原理の中で効果的・効率的な施設運営により、経費の

節減が期待できること 

３ 
利用料金制度により、自主的な運営や経営努力が発揮されるとともに、会計事

務の効率化が期待できること 

４ 

施設が提供するサービス内容や施設規模、立地条件など設置状況を勘案し、民

間事業者等の柔軟な発想やノウハウの発揮により、制度活用の効果が期待で

きること 

５ 

施設の設置目的を達成することができ、同様・同類のサービスを安定的に提供

できる実績や能力を有する民間事業者等が複数存在し、競争性が確保できる

こと 

６ 
施設の利用者や区民の意見を真摯に受け止め、既存利用者含めて市民が今ま

でと同様以上に利用しやすい管理運営を行うことが期待できること 

 

（２）対象施設について 

市が保有・管理する公の施設のうち、公の施設の設置目的を効果的に達成するため

に必要があると認めるときは、条例の定めるところにより、当該施設に指定管理者制

度を導入することができます。 

ただし、道路法、河川法、学校教育法等の個別の法律において、公の施設の管理主

体が限定されている場合には、指定管理者制度の適用が制限されます。 

このことから、指定管理者制度の適用対象とならない小中学校及び以下に記載され

る個別法の制限を受ける施設を除く施設を対象とします。 
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また、指定管理者制度を適用していない施設については、定期的に制度導入の可能

性を含め、施設の管理運営のあり方について、継続的に検討するものとします。 

 

＜ 個別法により制限を受ける内容 ＞ 

区分 
指定管理者に委ねることが 

できないもの 

指定管理者に委ねることが 

できるもの 

道路 

○行政判断を伴う事務 

 Ex.災害対応、計画策定、工事発注等 

○行政権の行使を伴う事務 

 Ex.占有許可、監督処分等 

○左記以外の事務 

 Ex.清掃、除草、単なる料金の徴収業

務で提携的な行為に該当するも

の等 

河川 

○行政判断を伴う事務 

 Ex.災害対応、計画策定、工事発注等 

○行政権の行使を伴う事務 

 Ex.占有許可、監督処分等 

○左記以外の事務 

 Ex.清掃、除草、軽微な補修 

ダム資料館等の管理・運営等 

下水道 

○公権力の行使に係る事務 

Ex.排水区域内の下水道利用の義務付け 

悪質下水の排除規制 

物件の設置許可 

使用料等の強制徴収 

監督処分等 

○左記以外の事実行為 

Ex.下水処理場等の運転、保守点検、

補修、清掃等 

使用料の徴収管理等 

公営住宅 

○行政判断を伴う事務 

Ex.住宅困窮度に応じた優先入居 

  家賃設定 

○家賃を収入として収受すること 

○従前の管理委託制度により受託

者が行うことができるものと同

じ 

○家賃の徴収等の事務 

○駐車場等共同施設の使用料を収

入として収受すること 

都市公園 

○都市公園法において公園管理者が

行うこととなっている事務 

Ex.占有許可、監督処分等 

○左記以外の事務 

Ex.行為の許可 

  自ら収入とする利用料金の収受 

  事実行為（清掃、巡回等） 

※行為の許可等の公権力の行使に関し

ては慎重に判断すること 

※都市公園法５条第２項の許可によ

り、指定管理者制度に基づくことな

く、公園施設の管理を行うことが可

能 

※小中学校についても、警備・清掃・保守・調理など、「子どもを教育し、成長させる」

という機能以外は、指定管理者制度の活用を行うことができます。 
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（３）指定管理者制度導入までの主な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）導入・継続にあたって検討する項目 

① 導入方針の検討（施設毎） 

 指定管理者制度の目的は、主に「市民サービスの向上」と「管理経費の縮減」の

２つが挙げられますが、施設の特性ごとに、制度導入の効果やねらいは異なります。 

 このことから、制度導入によってどのような効果を見込んでいるのか、その効果

を達成するために指定管理者にどのような役割を期待するのかなど、市としての考

えを施設毎に明確にする必要があります。 

上記を踏まえ、各施設所管課において導入方針を作成し、行財政改革推進本部推

進部会長会議及び推進本部会議に付議したうえで、市長決裁を執ることとします。 

 なお、指定管理者制度導入済み施設の更新に際しては、各施設のモニタリング・

評価や指定管理者による自己評価を基に、制度導入の効果を検証し、指定管理者に

よる管理運営の継続の是非や施設の継続の必要性も含め、施設の管理運営のあり方

を検討し、指定期間満了後の方針について、市長決裁を執ることとします。 

  

② 指定期間の検討 

指定期間については、５年を標準とします。 

ただし、施設の特性等を考慮し、５年より長い期間あるいは短い期間を設定する

       
導入方針 

の決定 

条例 

制定 

公募 

開始 

選考 

作業 

選考 

結果 

指 

定 

開 

始 

１年間程度 

● 庁議 

● 市長決裁 ● 議決 

● 募集要項の決裁 

● 募集要項の周知 

● 財務審査 

● 選考委員会による審査 

● 庁議（連絡会議） 

● 承諾書の提出 

● 議決 

● 基本協定 

● 年度協定 

● 運営開始 

● モニタリング 
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ことも可能とします。なお、５年より長い期間とする場合には、各施設所管課が企

画財政課企画政策室と協議し、原則として行財政改革推進本部推進部会長会議及び

推進本部会議に付議した上で決定することとします。 

 

③ 利用料金制度の検討 

利用料金は、公の施設の「利用の対価」であり、公の施設の「使用料」（法第 225

条）に相応するものです。 

したがって、指定管理者制度が導入された公の施設では、利用者からの利用料を

直接指定管理者に収入できる「利用料金制」とするか、「使用料」として市の歳入と

するかは、個々の条例で定めることとなります。 

利用料金制は、管理受託者のインセンティブを高めることを目的に、公の施設の

利用に係る料金を管理受託者の収入とすることができる仕組みとして、平成３年４

月の法改正により導入された制度ですが、平成 15 年の法改正により、指定管理者

の収入として収受させることができることとなったものです（法第 244 条の２第８

項及び第９項）。 

利用料金制は、指定管理者が収受した使用料等を市の収入とした上で、あらため

て指定管理料等として支出する場合と比較して、会計処理の簡便性・迅速性の向上、

指定管理者に対するインセンティブ付与の可能性等の面で優れていると考えられ

ます。 

魅力ある施設運営を行うことで、結果として利用者の増加が図られた分だけ、利

用料金を自らの収入とすることができ、指定管理者の経営努力が直接反映されやす

い仕組みであるため、法令等により制限されている場合を除き、原則として「利用

料金制」を導入することとします。 

＜ 利用料金と使用料の違い ＞ 

 利用料金 使用料 

法的性質 私法上の収入 公法上の収入 

収受者 指定管理者 市 

料金 
条例の範囲内で、市の承認を得て

指定管理者が定める 
条例により定める 

不服申立て 行えない 市長に不服申立てが可能 

滞納処分 
行えない 

※民事執行手続き等により回収 

市長による滞納処分が行われる

場合がある。 

 

④ 公募・非公募の検討 

 指定管理者の募集は、透明性・公平性の確保及び幅広く募集することによる良質

な提案を期待する観点から、原則として公募により行います。 

 例外的に、公募に寄らず候補者を選定する場合は、これまでの管理運営実績が良
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好であるとともに、施設所管課において、以下に挙げる特別な事情の内容について、

十分検討を行い、客観的な判断理由について明確にする必要があります。 

＜ 非公募とする事由 ＞ 

特別な事情 具体例 

（１）公募の方法

によらないことが

明らかであるとき 

・施設の設置目的、設置経緯、管理利用実態等に照らし、以

下のような事情があり、指定管理者としてふさわしい団体

があらかじめ限定される場合 

①管理運営に公正性・安定性等が強く求められ、公共的団体

が管理運営を行う必要性が高いと認められる場合 

②市民との協働による管理により、指定管理料を低廉に抑え

ることができる場合 

③地域の活力を積極的に活用した管理を行うことで、事業効

果の向上が明確に期待できる場合 

（２）市長等が指

定管理予定候補者

を公募する時間的

余裕がないことが

明らかであると認

めるとき 

・指定管理予定候補者を選考した後、指定までの間に、当該

候補者が倒産などにより、指定管理者として指定されるべ

き団体ではなくなり、再度の公募を行う余裕がない場合 

・公募を行ったものの応募者がなく、または選考の結果、指

定管理予定候補者となる者がなく、かつ、再度の公募を行

う余裕がない場合 

（３）その他、公募

の方法によらない

合理的な理由があ

るとき 

・施設の在り方について見直しが予定されている場合や施設

改修等が予定されている場合により、指定期間が短く、業

務継続性の観点から、安定的かつ効率的な施設運営が必要

と認められる場合 

・複合施設で、既に指定管理者制度導入施設があり、それ以

外の施設でも導入する予定の場合にあって、既存施設と新

規施設の一体的な管理運営が必要な場合 

 

⑤ 条例の整備 

指定管理者制度の導入に当たっては、「指定管理者の指定の手続」、「指定管理者が

行う管理の基準及び業務の範囲」を条例で定める必要があります。（法第 244 条の

２第３項及び第４項） 

本市では、各施設の設置管理条例において、指定管理予定候補者の募集方法、指

定管理者となる者の基準、その管理業務条件及びどのような業務を行わせるか等に

ついて定めています。 

したがって、新たに指定管理者制度を導入する際は、設置管理条例の一部改正等

を行う必要があります。現行の設置管理条例に規定されている制度の運用方針を変

更する場合も、同様です。 
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なお、施設の設置目的、管理業務の考え方に関わらず、指定管理予定候補者の選

定にあたり、公平性、透明性を確保するため、選定に関する統一的なルール等につ

いて、鎌ケ谷市公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例（平成 16 年

条例第 15 号（以下「手続き条例」という。））に定めています。 

 

⑥ 指定管理者の業務内容の検討 

 指定管理者制度の特徴は、指定管理者が施設を活用して行う自主事業にあり、民

間事業者のノウハウやアイデア、経験、創意工夫を活かし、サービスの向上や経費

縮減を目指すものです。 

 施設所管課においては、指定管理者が行う事業が、以下に挙げる３分類のうち、

何に該当するのか把握しておくとともに、業務の範囲を定める必要があります。 

 

 ア 必須業務 

  指定業務であり、市との協定の中で実施することを決められている事業。 

  指定業務の中には、市の仕様に沿って発注している業務（指示業務）と、指定

管理者が提案して行う業務（提案業務）に分類されます。いずれも、指定管理料

及び利用料金によって管理運営する業務となります。 

 

 イ 目的内自主事業 

  通常業務の範囲外で行う事業。指定管理者が施設を利用して、自主事業として

実施します。条例で定める施設目的に合致すること、本来業務に支障をきたさな

いこと等の条件の下、指定管理者の責任と費用により、施設所管課の事前承認を

受けて実施します。 

  自主事業は、営利・非営利に関わらず実施することができ、事業によって利益

が生まれることは問題ありません。 

  ただし、利益を生む場合、利益の取扱いの詳細について、あらかじめ募集要項

又は基本協定において定める必要があります。 

 

ウ 目的外自主事業 

  指定管理者が条例上の目的以外で施設を利用する場合、行政財産の使用許可を

市から受ける必要があります。 

  指定管理者制度の自主事業と行政財産使用許可による自主事業の違いは、施設

所管課が条例で定める設置目的外の事業であるかどうか判断する必要がありま

す。 

  この場合、あくまでも指定管理者である事業者が行政財産使用許可を受けて行

うものであり、指定管理業務の範囲外の事業となります。事業によって得た利益

の帰属先や取扱いの詳細は、許可を出す条件として、施設所管課が判断し、契約
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等必要な手続きを行う必要があります。 

 

＜ 指定管理者が行う業務・事業の分類 ＞ 

種 別 内 容 手続き 

必須業務 

設置管理条例や管理運営の

基準などの仕様により、市が

実施を義務付けている業務 

 

 
指示業務 

必須業務のうち、市が個別具

体的に示す業務 
 

提案業務 

必須業務のうち、具体的な方

法等について、指定管理者の

企画提案に委ねる業務 

 

自主事業 

管理する施設において実施

する必須業務以外の事業で

あった、指定管理者が自らの

発意、企画提案により、市の

承認を得て実施する事業 

 

 

目的内自主事業 
自主事業のうち、施設の目的

の範囲内で行う事業 

①事業計画書又は個別自主

事業実施計画書の提出・承認 

②施設の使用に係る使用料

又は利用料金の支払い 

目的外自主事業 

自主事業のうち、施設の目的

の範囲外で、市から行政財産

使用許可を受けて実施する

事業 

①事業計画書又は個別自主

事業実施計画書の提出・承認 

②行政財産使用許可 

③行政財産使用許可に係る

使用料の支払い 

 

⑦ 情報セキュリティの確保と個人情報の保護 

指定管理者が管理業務の実施に当たり、個人情報や特定個人情報等をはじめとした

重要情報を取り扱う場合には、情報の機密性を確保するための措置を講じることが必

要です。 

そのため、協定において、市が定める手順等を遵守するととともに鎌ケ谷市情報セ

キュリティポリシーと同等またはそれ以上のセキュリティ措置を講じることを規定

します。 

また、市では、鎌ケ谷市個人情報保護条例（平成 12 年条例第１号）において、指

定管理者は個人情報の漏えい、紛失、改ざん、破損その他の事故を防止し、適正な管

理および安全の保護を図るために必要な措置を講じなければならないとしています。 
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この規定に基づき、協定において、指定管理者が個人情報保護規程等を整備し、適

切に運用することを定めます。 

指定管理者が公の施設の管理に関する業務において作成し、または取得した文書等

に含まれる自己情報については、当該規程に基づき、各指定管理者に対し直接に開示

を求めることができます。 

また、これらの文書等で各施設所管課が管理していないものについて、市に開示請

求がなされたときは、各施設所管課は指定管理者に対し、該当する文書等を提出する

よう要請することができます。要請を受けた指定管理者には、速やかにこれに応じる

責務が課されます。 

なお、指定管理者が管理する公の施設の業務に従事している者または従事していた

者が、業務に関して知り得た個人の秘密を漏らした場合には、条例の罰則が適用され

る場合があります。 

 

⑧ 情報公開の推進 

指定管理者による施設運営に関しては高い透明性が求められることから、指定管

理者は、市が鎌ケ谷市情報公開条例（平成 11 年条例第３号）に基づき行う情報の公

開に留意しつつ、広報刊行物の発行、管理施設の運営状況や決算状況等の各種資料

の提供、その他指定管理業務に関する情報を広く市民に提供する施策を積極的に推

進するよう努めることが必要です。 

そのため、協定において、情報公開の推進に関する項目を設け、情報公開の申出等

に関して適切に対応しなければならない旨を規定し、運用することを定めます。 

 

⑨ リスク管理 

公の施設の管理運営業務においては、当該施設の設置運営の目的に対して、様々

なリスクが想定され、これらのリスクに適切に対応していく必要があります。 

また、リスクへの適切な対応のためには、施設設置者である市と指定管理者が一

体となってリスクマネジメントを行っていく必要があります。 

特に公の施設においては、利用者の安全確保には十分注意する必要があり、利用

者の安全を脅かすようなリスクについては、重点的に対応を図る必要があります。 

この点を踏まえ、最も適切にリスクコントロールできる者がそのリスクを負うと

いう原則の下、各施設の設置目的や特性を踏まえ、協定において必要な事項を定め

ます。 

 

ア 施設賠償責任保険 

 事故等が発生した場合には、指定管理者が管理等をしているか否かにかかわら

ず、被害者は、国家賠償法第１条（公務員の不法行為による損害賠償）、同法第



16 

 

２条（公の営造物の瑕疵による損害の賠償）、民放第 715 条（使用者責任）など

に基づき、市に対して損害賠償を請求することができます。 

 請求に基づき市が賠償を行った場合で、指定管理者に帰属性があるときには、

市は指定管理者に対して求償することができます。 

 このことから、指定管理者は、原則として「施設賠償責任保険（指定管理者特

約条項付き）」に加入し、当該保険からの保険金支払によって、被害者への損害

賠償責任や市からの求償に対応することとします。 

 なお、当該保険への加入については、指定管理者を記名被保険者、市が追加被

保険者、利用者等を保険金請求者として、指定管理者が加入手続きを行うことと

し、市は保険の付保範囲、必要な補償内容、既加入の保険の内容等を募集要項等

で明記します。 

 

イ 施設の定期点検 

 施設利用者等の安全確保及び施設の長寿命化を図るため、法定点検はもとより

日常の施設点検は必要不可欠です。 

 このうち建築基準法第 12 条に基づく定期点検報告などについては、特定行政

庁として有資格者による対応が義務付けられていることから、施設所管課等は関

係各課等と協議の上、適切に実施する必要があります。 

 点検の実施について、指定管理者に行わせるとした場合は、その責任と役割分

担、費用負担などに関し、指定管理者と協議したうえで、協定に定めます。 

 

ウ 災害発生時の対応 

 地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者等は、法令又

は地域防災計画の定めるとところにより、誠実にその責務を果たさなければなら

ないものとされています。（災害対策基本法第７条第１項） 

 公の施設の多くは、鎌ケ谷市地域防災計画上の避難所に指定されており、避難

所に指定されている施設の指定管理者は、公共施設の管理運営を任されている者

の責任として、市と共に災害対応を行っていく責務を負っています。 

 このことから、施設所管課等は、所管施設が避難所に指定されている場合は、

災害発生時における指揮命令系統や、避難所となった場合の指定管理者の役割分

担などを、募集要項や協定に定めます。 

 また、所管施設が避難所に指定されていない場合においても、災害等の発生状

況によっては、臨時的に避難所となる可能性があることから、その場合の指定管

理者との連携協力に関して、募集要項や協定に定めます。 

 なお、避難所等の運営に伴って指定管理者に費用が発生し、又は臨時休館の影

響で指定管理者の利用料金収入が減少した場合は、市と指定管理者で協議し、影

響額に係る費用分担を決定します。 
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 指定管理料の増額等により市が負担する場合は、その費用等は適正な額に限る

ものとし、影響額を算定するに当たっては、単純に減少した利用料金収入額を影

響額とするのではなく、臨時休館によって発生しなかった費用等、すべての費用

及び収益への影響を考慮することに留意してください。
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＜ 市と指定管理者とのリスクに対する責任分担例（リスク分担例） ＞ 

種 類 リスクの内容 
負 担 者 

市 
指 定 

管理者 

分 担 

(協議) 
指定管理者 

（負担限度額付） 

物価変動 
収支計画に多大な影響を与えるもの ○    

それ以外のもの  ○   

資金調達 
資金調達不納による管理運営の中断等  ○   

金利上昇等による資金調達費用の増加  ○   

法令等変更 管理運営に直接影響する法令等の変更   ○  

税制変更 

消費税法（地方消費税を含む）税率等の

変更 
○    

法人税・法人市民税率等の変更  ○   

それ以外で管理運営に影響するもの   ○  

許認可等 

市が取得すべき許認可等が取得・更新さ

れないことによるもの 
○    

指定管理者が取得すべき許認可等が取

得・更新されないことによるもの 
 ○   

管理運営 

内容の変更 

市の政策による期間中の変更 ○    

指定管理者の発案による期間中の変更   ○  

市議会議決 
指定の議決が得られないことによる管理

運営開始の延期 
 ○   

需要変動 

大規模な外的要因による需要変動   ○  

避難所等の運営等に伴うもの   ○  

それ以外のもの  ○   

管理運営の

中断・中止 

市に帰責事由があるもの ○    

指定管理者に帰責事由があるもの  ○   

それ以外のもの   ○  

施設等 

の損傷 

指定管理者に帰責事由があるもの  ○   

指定管理者が設置した設備・備品  ○   

それ以外のもの（上段：１件当たり、下

段：年間合計） 

   ○○万円 

   ○○万円 

利用者等へ

の損害賠償 

市に帰責事由があるもの ○    

指定管理者に帰責事由があるもの  ○   

市と指定管理者の両者、または被害者・

他の第三者等に帰責事由があるもの 
  ○  

公募要項等 公募要項等の瑕疵・不備によるもの ○    

不可抗力 ※ 
不可抗力による施設・設備の復旧費用 ○    

不可抗力による管理運営の中断   ○  

※不可抗力：暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、戦乱、内乱、テロ、侵略、暴動、 

ストライキ、感染症など 
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（５）導入に係る標準スケジュール・フロー 

＜ 標準スケジュール ＞ 

 公募による選定 公募によらない選定 

９月・10 月 ○導入方針（案）の作成 ○導入方針（案）の作成 

11 月・12 月 

○導入方針の決定 

・行財政改革推進部会長会議 

・行財政改革推進本部会議 

・市長決裁 

○導入方針の決定 

・行財政改革推進部会長会議 

・行財政改革推進本部会議 

・市長決裁 

１月 ○設置管理条例の改正手続き ○設置管理条例の改正手続き 

２月 

○公募要領等の作成 

○選考委員の選任 

○選考基準の作成 

○公募要領等の作成 

○選考委員の選任 

○選考基準の作成 

３月 ○設置管理条例の議決 ○設置管理条例の議決 

４月・５月 ○公募期間 ○選考期間 

６月～８月 

○選考期間 

○選考結果報告（連絡会議） 

○承諾書の提出 

○選考期間 

○選考結果報告（連絡会議） 

○承諾書の提出 

９月 
○指定の議決 

○債務負担行為の設定 

○指定の議決 

○債務負担行為の設定 

10 月・11 月 ○業務内容の確認・調整 ○業務内容の確認・調整 

12 月～３月 ○基本協定の締結 ○基本協定の締結 

４月 
○年度協定の締結 

○管理開始 

○年度協定の締結 

○管理開始 
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＜ 導入・運用のフロー ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

あ
り
方
検
討 

導
入
検
討 

指
定
手
続
き 

制
度
運
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※ 施設毎の設置管理条例を改正します。 

※ 業務範囲・内容、指定期間等を記載した

募集要項を作成し、HP 等により募集しま

す。 

※ 外部有識者等の意見を踏まえ、選考委

員会で審査・選考します。 

  公募に寄らない場合でも、申請書を提

出させ、外部有識者等の意見を踏まえて

内容を選考委員会で審査・確認します。 

※選考結果、理由を公表します。 

※ 施設の名称、指定管理者となる団体名、

指定期間について、議会の議決を得ます。 

※ 市が負担する管理費用について、債務負

担行為を設定します。 

※ 委任する業務の細目について定めた協定

を締結します。 

※ 指定管理者から定期・随時の報告等を受

け、管理状況・利用状況を把握し、適正管

理されているか確認・評価し、改善内容の

指示等を行います。 

 
市の事務として 

行う必要性 

公の施設 

低い 

移譲 廃止 

高い 

市の施設として継続 

直営 

民間ノウハウの活用効果 

低い 高い 

指定管理者制度 
※ 指定管理者制度から直営に変更する場合

も、条例改正が必要な場合があります。 

設置管理条例の改正 

管理者の募集 

申請受付、審査、選考 

候補団体の決定 

議案作成・議決 

協定の締結 

管理の実施 

モニタリングの実施 
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第５ 指定管理者の募集について 

（１）公募の方法等 

 ① 公募時期 

  公募を行う場合は、その実施について広く周知するために必要な期間及び応募団

体が事業計画書等を作成するために必要と思われる期間等を踏まえ、各施設所管課

において、決定することとします。 

 

 ② 募集期間 

  募集要項等の公表から締切りまでの期間については、応募を希望する団体が施設

の設置目的や業務範囲などを十分に理解したうえで、事業計画書等の作成が行える

よう、概ね１月程度の募集期間を設定することとします。 

 

 ③ 公募に関する情報発信 

  指定管理者の公募に関する情報発信については、市ホームページへの掲載や施設

所管課等の窓口における提供（郵送対応も含む）のほか、その他媒体を通じて周知

し、可能な限り応募者の確保に努めることとします。 

 

 ④ 事前説明会・施設見学会の実施 

  当該施設に関して、応募者に対する十分な情報提供を行うため、事前説明会や施

設見学会を開催することとします。事前説明会等において、質問の機会を設けて回

答した場合は、事前説明会等に参加していない応募者もその情報を知ることができ

るよう、当該質問応答の内容をホームページ等で公表します。 

  特に、既存施設である場合は、現指定管理者が施設内容を熟知しているため、選

考における応募者間の公平性を担保する観点から、新規参入事業者に対する情報提

供を積極的に行う必要があります。 

 

 ⑤ 質問の受付等 

  募集要項等の記載だけでは、応募者にとって十分な情報が得られない場合も考え

られるため、募集要項等の記載に関する質問を受け付け、回答を市ホームページ等

で公表します。 

 

 ⑥ 応募の受付 

  申請書等の提出書類の窓口における受付期間は、適正な処理期間を考慮し、各施

設所管課において決定することとします。 

  また、申請に必要な書類については、手続き条例第３条第１項及び第２項の規定

に基づき、以下を提出する必要があります。 
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＜ 提出書類例 ＞ 

No. 法人の場合 法人以外（組合等）の場合 

１ 指定管理者指定申請書 指定管理者指定申請書 

２ 事業計画書 事業計画書 

３ 収支計画書 収支計画書 

４ 法人の登記事項証明書 
団体の設立を定めた規約その他これ

らに類する書類 

５ 
定款、寄附行為、規約その他これらに

類する書類 
 

６ 
申請日の属する事業年度の前年度に

おける貸借対照表及び損益計算書 

申請日の属する事業年度の前年度に

おける収支決算書 

７ 
申請日の属する事業年度の前年度に

おける財産目録 

申請日の属する事業年度の前年度に

おける財産目録 

８ 団体の概要・役員名簿 団体の概要・役員名簿 

９ 印鑑登録証明書 印鑑登録証明書 

10 納税証明書等 納税証明書等 

11 
その他施設の特性等に応じて必要な

書類 

その他施設の特性等に応じて必要な

書類 

※No.6 については、設立から１年を経過していない場合は、設立時からのものを提出

すること 

 

（２）募集要項等の記載項目 

 ① 募集要項の作成 

  施設の設置管理条例及び管理規則の規定を踏まえ、対象施設の概要、業務の範囲、

リスク分担、選定スケジュールなど、募集の概要について示す募集要項を作成しま

す。 

  より良い施設の管理運営の提案を受けるためには、多くの応募を確保する必要が

あり、民間事業者にとって魅力のある案件とするよう、市場性を十分加味して募集

条件を検討する必要があります。 

 

 ② 募集要項の記載項目 

  ア 指定管理者募集の趣旨 

    指定管理者制度の概要のほか、当該施設に指定管理者制度を導入する趣旨

について記載します。 

    なお、指定管理者の公募については、原則として施設毎に行うこととしま

すが、同一の建物・敷地内に複数の施設が存在する複合施設や、同種の施設
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が市内に複数存在する施設は、効率的・効果的な管理運営を行う観点から、

まとまった単位で指定管理者を公募することができることとします。 

 

  イ 施設の概要 

    対象施設の概要（名称、所在地、施設・建物の概要）を記載します。ま

た、指定管理料の施設管理経費の算定資料として、可能な限り近年の利用状

況（利用者の実績、光熱水費等）を明示することとします。 

 

  ウ 公募の概要 

    指定期間、指定管理料の上限、選考スケジュールについて記載します。 

 

  エ 資格要件 

    施設の設置目的に沿って、個別の資格要件を定めるほか、次の項目は共通

項目として必須資格とします。 

   ⅰ 法人その他の団体、または複数の法人等が共同する共同事業体（法人格

は不要。ただし、個人は除く）であること 

   ⅱ 法施行令第 167 条の４（昭和 22 年政令第 16 号）の規定に該当する者で

ないこと 

   ⅲ 応募書類提出時点において、鎌ケ谷市から一般競争入札の参加停止また

は指名競争入札の指名停止措置を受けていないこと 

   ⅳ 法人税、消費税、地方消費税、県税及び市町村税等の租税を滞納してい

ないこと 

   ⅴ 会社更生法、民事再生法等による手続きをしている団体でないこと 

   ⅵ 団体またはその代表者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律第３条または第８条第１項第１号の規定に違反するとして、公正取引

委員会または関係機関に認定された日から２年を経過していない者に該当

しないこと 

   ⅶ 次に示す暴力団排除措置事由に該当しないこと 

    ⅰ） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 77 号

（以下、「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定するものをい

う。以下同じ）またはそれらの利益となる活動を行う団体であるとき 

    ⅱ） 役員等が暴力団員（暴力団対策法第２条第６条に規定するものをい

う。）もしくはこれに準ずる者（以下「暴力団関係者」という。）であ

るとき、または暴力団関係者が経営に実質的に関与しているとき 
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    ⅲ） 役員等が、自社、自己もしくは第三者の不正の利益を図り、または

第三者に損害を与える目的をもって、暴力団の威力または暴力団関係

者を利用するなどしているとき 

    ⅳ） 役員等が、暴力団または暴力団関係者に対して資金等を供給し、ま

たは便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持、運営に協力し、もし

くは関与しているとき 

    ⅴ） 役員等が、暴力団または暴力団関係者と社会的に避難されるべき関

係を有しているとき 

    ⅵ） 役員等が、暴力団関係者であることを知りながら、これを不当に利

用などしているとき 

   ⅷ 労働保険（雇用保険・労災保険）及び社会保険（健康保険・厚生年金保

険）に適正に加入していること 

   ⅸ 応募書類提出時点において、過去２年以内に労働基準監督署から是正勧

告を受けていないこと。ただし、是正勧告を受け、必要な措置の実施につ

いて当該労働基準監督署に報告済みの場合は除く。 

 

  オ 修繕費等の負担 

    施設・設備の点検及び修繕は、利用者等の安全確保の観点から、不可欠な

業務であるとともに、業務の負担割合によって指定管理料にも影響が出てく

ることから、各施設の現状を踏まえて、明確に規定することが必要です。 

    具体的には、簡易修繕として指定管理料の範囲内において指定管理者に修

繕させる場合の対象範囲等（１件あたりの金額を基準とするのか、一定期間

内の総額とするのか、上限金額を超えた場合の対応はどうするのかなど）の

基準を明確にすることが重要です。 

    また、安全確保のため義務付けられている法定点検等について指定管理者

に行わせる場合には、民間事業者任せにすることなく、その責任と役割分

担、費用負担などに関し十分協議し、事故防止に万全を期すことが必要で

す。 
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第６ 指定管理者の選定について 

（１）選考委員会の設置 

  原則として、公共施設ごとに要綱を制定し、選考委員会を市の附属機関に準ずる

ものとして設置します。ただし、条例が異なる施設でも、類似した施設で、選考委

員会を同一にした方が効率的な場合は、個別に設置する必要はありません。 

  選考委員会は、指定管理者の選考に際し、専門的な視点で評価を行い、選考の透

明性を確保する観点から、次の区分を参考に、６名以上の委員の選任を行うととも

に、外部委員比率を高めるよう配慮する必要があります。 

なお、委員の選任にあたっては、選考委員候補者に対し利害関係（役員や理事等、

団体の役職に付いている場合など）がある団体が応募する予定がないことを確認し、

応募の意向がある場合は、選任しないこととします。 

  また、公募によらず候補者を選考する場合や応募団体が１団体のみの場合におい

ても、選考委員会を設置して候補者の選定にあたるものとします。 

 

＜ 選考委員の構成 ＞ 

No. 区 分 委員例 

１ 
行政運営等に関して知識を有する学

識経験者 
大学教員等 

２ 団体の財務状況の審査が可能な者 公認会計士、税理士等 

３ 
当該施設が属する政策分野や施設運

営の専門家 
スポーツの専門家、社会保険労務士等 

４ 公の施設を利用している市民の代表 市民団体の代表者等 

５ 公募による市民の代表  

６ 施設所管部長  

７ 行財政改革推進室長  

８ 関係課長（担当課長を含む）  

 

（２）選考基準等 

 ① 選考基準の策定 

  当該施設の評価項目を検討するにあたっては、次の標準項目を参考とし、各施設

の特性や過去の経緯、検証等を踏まえて、各施設所管課において、選考基準を策定

します。選考にあたっては、選考評価項目ごとに点数をつけ、合計点により候補者

を選定します。 
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＜ 標 準 項 目 ＞ 

No. 項 目 名 

１ 施設の設置目的への適合性 

２ 事業効果（施設の高揚の発揮度合い、良質なサービスの提供 等） 

３ 運営の効率性（管理経費の縮減 等） 

４ 事業者の物的・人的能力（安定性、実績 等） 

５ 住民の平等・公平利用確保の担保 

６ 個人情報の保護等情報管理体制 

７ 障害者雇用等の取組み（障害者の法定雇用率、障害者差別解消法 等） 

 

 ② 指定管理料に関する価格点 

  指定管理料の縮減に取り組むことは望ましいものの、安いことのみをもって高評

価とすることは、制度趣旨に反することとなります。利用者サービスの向上につな

がる取組みや、安全確保のため必要となる日常点検の実施などに適切に経費を配分

しているかなど、総合的に評価することが必要です。 

  このことから、指定管理料に関する価格点と、自主事業や管理運営に関する取組

等の提案点の配点については、以下の表を基準に、各施設所管課において設定しま

す。 

＜ 価格点と提案点のウェイト例 ＞ 

配点の割合 
評価内容 

価格点 提案点 

５０ ５０ 価格を最も重視するケース 

４０ ６０ 
中間値 

３０ ７０ 

２０ ８０ 提案内容を最も重視するケース 

  ※価格点の割合を５０以上とした場合、競争入札と変わらなくなるため、価格点：

提案点が５０：５０を「価格を最も重視するケース」としています。 

＜ 標準的な評価基準表 ＞ 

選考基準 審査区分 審査項目 配点 

資
格
審
査 

安定した能

力の保持 

応募動機 応募した動機・意欲 5 

労働条件 
職員の労働条件（労働時間、健康管理、

社会保険等の加入状況 等） 
5 

組織能力 
組織体制（管理運営体制、法令順守）、

職員の育成・研修体制、個人情報保護 
20 

運営実績 類似施設又は類似業務の運営実績 20 

小  計 50 
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提

案

審

査 

施設公用の

最大化の発

揮（サービ

スの向上） 

基本方針 当該施設管理の基本的な方針 

120 

利用者サー

ビスの向上 

利用者ニーズの把握とその反映方法 

サービス向上のための取組内容 

広報計画の内容 

利用促進、利用拡大の取組内容 

苦情解決の方法 

自主事業・新規事業の内容 

危機管理体

制 

危機管理、安全管理、緊急時対策、防犯・

防災対策 

地域等との

協働・連携 

地域、関係機関、ボランティア等との連

携内容 

地域振興・活性化への配慮 

施設に応じ

たテーマ 

障害者・高齢者等の雇用の有無 

地元での雇用の確保 

環境配慮の取組 

第三者に業務委託する場合の業者選

定、指導・監査体制 

経費の縮減 経費の縮減 配点×最低提案額÷提案額 80 

小  計 200 

合  計 250 

※提案審査における価格点：提案点を４０：６０とした場合の基準例 

 

（３）選定手続き 

 ① 一次審査 

 ア 形式的要件審査 

  提出された書類に不備がないこと、応募者が募集要項に定める応募資格要件を満

たしていることなど、形式的な要件の審査を行います。 

  なお、以下のような場合は、失格となります。 

 

＜ 形式的要件審査における欠格要件 ＞ 

No. 内  容 

１ 募集要項に定める応募資格が備わっていないとき 

２ 
申請書に添付する収支予算書において、募集要項に定める上限額を超える指

定管理料の提案をしたとき 

３ 提出書類に虚偽または不正の記載があったとき 

４ その他募集要項に定める欠格要件に該当するとき 
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 イ 財務審査 

  団体の経営状況を審査し、安定的、継続的な施設運営を実施するものであり、選

考委員に選任した公認会計士等に依頼し、財務審査を行い選考委員会に報告します。 

財務審査は、安定性や継続性を審査するものであることから、独立した審査項目

とし、選考結果の総合点に含まないこととします。 

  なお、財務審査を実施した結果、二次審査に進むことができないこととすること

も可能となりますが、この場合は、その旨を募集要項等に明記する必要があります。 

 

 ② 二次審査（提案内容審査） 

  選考委員会を開催し、要件審査を満たす応募者の提案者について内容を審査し、

対象施設を最も適切に管理することができると認める者を指定管理予定候補者と

して選定します。選考にあたっては、必要に応じて、応募団体のプレゼンテーショ

ンなども行うことができます。 

   

 ③ 審査結果 

  審査結果を応募団体に郵送等にて通知します。なお、一次審査、二次審査のそれ

ぞれの段階で審査結果を応募団体に通知します。審査の結果、第１順位の指定管理

予定候補者には、選考結果通知のほか、承諾書の提出や具体的な指定管理業務の実

施に向けた協議を速やかに行う旨の通知を行います。 

  第２順位以下の者には、指定申請に対してこれを拒否する処分として、行政手続

法第８条第１項により処分理由（点数及び落選理由）を提示した「不指定通知」を

送付します。この不指定通知には、行政不服審査法第 82 条第１項及び行政事件訴

訟法第 46 条第１項に基づく教示を記載します。 

 

 ④ 選考結果の報告・公表 

  選考委員会において指定管理予定候補者を選考後、連絡会議に次の事項を報告し

ます。また、市ホームページ等において、選考結果を公表するとともに、議会報告

を行います。 

＜ 報告・公表する事項 ＞ 

No. 内  容 

１ 施設名・施設所在地 

２ 指定管理予定候補者名、指定管理予定候補者の所在地 

３ 指定の期間 

４ 選考委員会の開催状況（日時・選考委員の構成） 

５ 選考理由 

６ 今後のスケジュール 
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第７ 指定管理者の指定手続きについて 

（１）承諾書の提出 

  指定管理予定候補者の選定後、議会への指定議案の提出、議会における議決、指

定管理者の指定を経て、指定管理者による運営が開始されます。 

議決後に行う本協定の前に、指定管理予定候補者から、今後の準備行為等を進め

るため、承諾書の提出を受けます。承諾書の提出は、議案提出前までに行います。 

承諾書は、本協定で予定している仕様に準じて、指定管理候補者と基本的な委託

業務の内容や本協定締結までの手続きについて合意するものです。 

 

（２）協定に盛り込む事項の協議・調整 

  指定管理予定候補者に決定したことは、その提案内容や収支計画等をすべて認め

たことを意味するわけではありません。 

  提案書を基に、具体的な業務内容について、指定管理予定候補者と協議・調整を

行い、事業内容を明確にする必要があります。 

  協定に盛り込むべき事項は、「第８ 協定の締結等について」に詳しく記載して

あります。 

 

（３）協議が整わなかった場合 

  第１順位の指定管理予定候補者との交渉過程において協議が成立しない場合は、

第１順位の者に対して、不指定処分を行うとともに、順次第２順位、第３順位の者

の不指定を撤回したうえで、協議を行います。 

 

（４）議会への議案提出 

 ① 指定議案 

  指定管理者の指定は、法第 244 条の２第５項及び第６項の規定により、議会の議

決を経て決定します。 

  議会への指定議案の提出は、議会において十分な議案の審査を行うため、指定期

間が開始する日から起算して２回前の定例会に提出することを原則とします。 

  なお、指定にあたって議決すべき事項は、以下のとおりです。 

 

＜ 議決すべき事項 ＞ 

No. 内  容 

１ 公の施設の名称 

２ 指定管理者とする団体の名称（共同事業体の場合は、さらに構成団体名） 

３ 指定の期間 
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 ② 債務負担行為の設定 

  指定管理者の指定は、翌年度以降に指定管理料を支出することが確実に見込まれ

るものであり、法第 214 条の「債務を負担する行為」に該当するため、指定議案と

合わせて、債務負担行為設定に係る予算案を提出します。 

 

（５）議案が否決された場合 

  指定議案が議会において否決された場合、否決されるに至った経緯を踏まえ、当

該指定管理予定候補者を不指定とするか、指定の条件の変更等を行ったうえで、再

度同一の候補者で指定議案を提出するか、速やかに検討してください。 

  指定管理予定候補者を不指定とする場合は、不指定通知を送付するとともに、否

決されるに至った経緯に応じて、次に掲げる例を参考に、その後の対応を検討して

ください。 

  なお、不指定は議会の議決により決定されるものではなく、議会の否決を踏まえ

て執行機関が決定するものであるため、行政不服審査法第７条第１項第３号に該当

せず、不服申し立てを行うことを妨げるものではないことに留意してください。 

 

＜ 否決となった場合の対応例 ＞ 

No. 内  容 

１ 第２順位の者と協議を行う。 

２ 再公募を行う。 

３ 再公募を行わず非公募で指定管理予定候補者を選考する。 

４ 当該施設を直営とする。 

 

（６）指定書の送付・告示 

  指定管理者の指定を行ったときは、手続き条例第６条及び手続き条例施行規則第

５条の規定に基づき、指定管理者指定通知書を送付するとともに、指定した旨を告

示します。 

  なお、告示する事項は次のとおりです。 

 

＜ 告 示 事 項 ＞ 

No. 内  容 

１ 施設の名称 

２ 指定管理者の名称、代表者及び主たる事業所の所在地 

３ 指定期間 
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第８ 協定の締結等について 

指定管理者が行う施設の管理運営業務の詳細な事項や管理運営に付随して定めて

おくべき事項などについて、市と指定管理者との間で協定を締結します。 

協定は、指定期間全般にわたる「基本協定」と年度ごとの「年度協定」の２種類を

締結します。 

（１）基本協定 

  基本協定では、概ね次の事項を定めます。 

No. 記載事項 備  考 

１ 総則 趣旨、協定の意義及び用語の定義等 

２ 目的 協定の目的 

３ 公共性及び民間事業の趣旨の尊重  

４ 管理物件 善管注意義務及び備品管理も含む 

５ 管理の基準  

６ 基本協定以外の規定の適用関係  

７ 協定の期間 管理開始日から終了日を明示 

８ 指定管理料 
金額及び支払方法、清算の有無、金額

の変更等を明示 

９ 利用料金または使用料 利用料金制の採用の有無を明示 

10 指定管理料の変更  

11 第三者による実施、権利譲渡の禁止 
業務の全部または主たる部分の第三

者への委託禁止等を明示 

12 リスク分担・保険加入に関する事項 

故意・過失による損害賠償、損害賠償

責任保険等の加入に関する事項等を

明示 

13 施設の改修及び修繕等の負担区分 
施設の修繕及び大規模改修等の現状

変更等について明治 

14 緊急時の対応  

15 個人情報の保護・情報公開  

16 文書等の管理  

17 指定管理者が行う不利益処分  

18 暴力団等からの不当介入  

19 指定管理者の業務範囲  

20 会計区分  

21 事業計画書等 
事業計画書及び関係書類の作成と提

出時期等を明示 

22 モニタリングに関する事項  
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23 財産の管理  

24 自主事業の実施 自主事業がない場合は不要 

25 指定管理者の取り消し  

26 協定の解除  

27 損害賠償責任  

28 
指定期間満了後の現状回復及び引継

ぎに関する事項 

指定管理者の変更に伴う引継ぎ方法

等を明示 

29 
管理業務の継続が困難となった場合

の措置 

管理業務の継続が困難となった場合

の処理手順等を明示 

30 
指定の取消し及び管理業務の停止に

関する事項 

指定の取消しや管理業務の停止をす

る場合の該当事由等を明示 

31 協定変更に関する事項  

32 その他市長等が必要と認める事項  

 

（２）年度協定 

年度協定では、指定期間の各事業年度における指定管理料の額や支払い方法のほか、

基本協定に記載のない事項で年度ごとに定めておくべきことについて定めます。 

年度協定では、概ね次の事項を定めます。 

No. 記載事項 備  考 

１ 協定の趣旨・目的  

２ 協定の期間  

３ 指定管理料 当該年度の指定管理料、支払い方法 

４ 施設の維持修繕等 年間の限度額を明示 

５ 公共料金等の費用負担  

６ 協定の変更  

７ 疑義等の解決 疑義が生じた場合の対応方法 

 

（３）事業計画書の提出 

 指定管理者は、原則として、前年度２月末までに、体制・自主事業・年間収支計画

等を記載した事業計画書を各施設所管課に提出することとします。 

 なお、事業計画書に記載する項目については、「第１０ モニタリング制度」のモニ

タリング及び評価の基準等を基に、各施設所管課において決定します。 

 

（４）協定に際する留意事項 

 ① 指定管理料の支払い 

  指定管理料は、事業年度における監理に要する経費及び利用料金収入から見積も
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られ、市から指定管理者に支払われるものです。 

  このことから、実際に管理に要した経費や実際に得られた利用料金収入が、当初

の計画と乖離し、指定管理料が不足することや、反対に余剰金が生じることも考え

られます。 

  指定管理者制度は、民間事業者等のノウハウに基づいた経営努力によって、管理

経費を当初の計画から縮減し、また、魅力的な施設運営を行うことにより、より多

くの利用料金収入を得ることができるものであることから、事業年度終了後に指定

管理料を清算することは、その経営努力を行うインセンティブを奪うことになるた

め、妥当ではありません。 

  したがって、指定管理料は、原則として清算しないこととしますが、次のように、

明らかに指定管理者の経営努力によらずに余剰金等が発生した場合は、例外的に清

算の対象とします。 

＜ 清算対象とする余剰金等 ＞ 

No. 清算対象事由 

１ 
所定の業務が行われなかった場合の当該業務に要する経費 

※大規模災害や感染症に伴う臨時休館措置等も含む 

２ 市がリスク分担している事項により発生する余剰金 

 

＜ 清算の考え方 ＞ 

 

 

 

 

※ 臨時休館等に伴う人件費の取扱いについては、指定管理者と協議のうえ、実態

に応じた対応を行うこととします。 

 

 ② 光熱水費の取扱い 

  光熱水費については、経費縮減の取組みとして、電力の小売全面自由化（平成 28

年４月１日～）及びガスの小売全面自由化（平成 29 年４月１日～）を契機に、新

電力会社等と契約することができるようになりました。 

  このことから、指定管理者が管理を行う施設について、光熱水費の支払事務をど

ちらが行うかを明確にする必要があります。 

また、指定管理者が、指定管理料の一部として光熱水費を支出している場合は、

指定管理者に対して、積極的に購入方法の見直しを行い、経費節減等に努めるよう

仕様書等において求める必要があります。 

  なお、市が一括契約している電力需給契約の変更等により大幅な影響が生じた場

機会損失等による 

収入減額分 

業務未執行等により 

支出しなかった費用 

差額の 

清算 
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合や新規開設施設に関する一定期間を清算対象とする場合を除き、原則として、光

熱水費の清算は行わないこととします。 

 

 ③ モニタリング制度について 

  モニタリング及び評価の目的は、管理運営上の課題等を発見し、それをフィード

バックさせることにより、施設の管理運営状況を向上させることにあります。 

  モニタリングの実施方法等については、「第９ モニタリング制度について」で

詳しく説明しますが、協定に以下の項目を記載する必要があります。 

  また、評価結果については、市ホームページ等において公表する必要があります。 

＜ モニタリングに関する記載事項 ＞ 

No. 記載事項 備  考 

１ セルフモニタリング（自己評価） 

指定管理者自身が行う評価。 

年１回など定期的に行い、事業報告書

の一部として提出する。 

２ 施設所管課による評価 
指定管理者から提出を受けた事業報

告書等を用いて、施設所管が行う評価 

３ 利用者等による評価 
利用者満足度を測るため年１回行う

アンケート調査 

 

 ④ 各種税の取扱いについて 

  ア 消費税・地方消費税 

   課税対象となる「資産の譲渡等」とは、「事業として対価を得て行われる資産の

譲渡及び貸付並びに役務の提供」をいうものと規定しています。（消費税法第２

条第１項第８号） 

   地方公共団体が公の施設の管理を指定管理者に行わせることの性格は、地方公

共団体が指定管理者からサービスの提供を受けてその対価を支払う関係であり、

消費税の課税対象である「資産の譲渡等」に該当するものと解されます。 

   したがって、指定管理料は、原則としてその全額が消費税及び地方消費税の課

税対象となります。 

 

  イ 印紙税 

   印紙税法には、「請負に関する契約書」が課税物件として規定されています。

（印紙税法第２条及び別表第１） 

   指定管理業務の性質は、原則として「仕事を完成する」（民放第 632 条）こと

を目的とするものではないため、「請負」には該当しないと解されます。 

   したがって、基本協定書や年度協定書に印紙を添付することは不要です。 
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  ウ 事業所税 

   指定管理者制度導入施設における事業所税の事業主体の判定については、「指

定管理者制度の導入に伴う事業所税の取扱いについて（平成 17 年 11 月 14 日付

け総税市第 59 号）」により、以下のとおり判定します。 

   事業主体が指定管理者と判定された場合は、事業所税の課税対象になります。 

 

  ＜ 事業所税の判定基準 ＞ 

No. 判定基準 

１ 
主たる利用料収入又は自主事業収入により、指定管理業務を行うと認め

られる場合は、原則として当該指定管理者が事業主体となる 

２ 
１に該当しない場合または１に該当しても実質的に指定管理者に事業

の主体性が認められない場合は、地方公共団体が事業主体となる。 

 

  エ 法人市民税・法人県民税 

   指定管理者は鎌ケ谷市内に事務所または事業所を有する法人等に該当し、原則

として法人市民税等の課税対象となります。法人ではない社団または財団で代表

者または管理人の定めがあり、かつ、収益事業を行うものについても、課税対象

となるため、県税事務所等に申告する必要があります。 

 

  オ 固定資産税（償却資産） 

   公の施設の管理運営のため、指定管理者が取得した事業用の償却資産は、原則

として固定資産税の課税客体となる「償却資産」に該当するため、県税事務所等

に申告する必要があります。 

 

（５）使用料の収納事務に関する告示 

 施設の使用料は、条例で規定することにより、指定管理者の収入（利用料金）とし

て収受させることができます（利用料金制）。 

 一方で、利用料金制を採用しない場合は、法第 255 条の使用料として市が徴収し、

市の歳入となります。 

 この場合、使用料の徴収事務を指定管理者の業務として定め、指定管理者に行わせ

ることができます（法施行令第 158 条第１項）。 

 使用料の徴収または収納事務の委託には、告示が必要となります。 
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（６）第三者による実施 

指定管理者は、指定管理施設の管理に係る業務の全部または主たる部分を第三者に

委託することはできません。 

ただし、清掃、警備といった個々の具体的な業務は、市の事前の承諾を受けること

によって再委託が可能となります。 

このことから、再委託を行う場合には、必ず事前に指定管理者と協議を行うととも

に、承諾書等を発行するなど書面による手続きを行う必要がありますので、留意して

ください。 

 

（７）指定期間前準備行為 

 指定期間開始前に行う指定管理業務を開始するために必要な準備行為（指定管理者

間の引継ぎ、管理業務に係る社員教育、打合せ等）は、当然に指定管理予定候補者が

行うべきものであるため、市はそのための費用を負担しません。 

 指定管理業務に関連して、指定期間開始前に市から何らかの業務を指定管理予定候

補者に委託する場合は、指定とは別に業務委託を行うことが必要となります。 

 なお、この業務委託については、その内容や費用負担について、募集要項等に明示

しておく必要がありますので、留意してください。 

 

（８）公用利用について 

 利用料金制を導入している施設において、公用利用が多いほど、指定管理者の利用

料金収入が減額することとなります。そのため、土日など施設需要が高い日程を市民

優先枠としてあらかじめ設定するなど、施設の特性を活かしつつ、公用利用は必要最

低限の利用とし、また、直前のキャンセルは行わないように努めてください。 
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第９ モニタリング制度について 

（１）モニタリング・評価の必要性 

 指定管理者制度導入の目的は、市民サービスの向上及び管理経費の縮減にあります。

また、施設の設置目的を最も効果的に達成できると認められる団体を指定管理者に指

定することから、これらの目的が達成されているかについて、個々の施設の管理運営

レベルを正確に測定・評価し、施設の課題を抽出するとともに、指定管理者による管

理運営状況を継続的に点検・評価・検証し、管理運営状況を向上していく必要があり

ます。 

 

（２）モニタリングの内容 

 モニタリングとは、指定管理者制度を導入した施設について、施設の管理が適正か

つ確実に履行されているか、また、指定管理者から提供されるサービス水準が維持さ

れているかなどを測定・評価するものです。 

 指定管理者に対するモニタリングの内容は、以下の３つの側面から行い、評価しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）モニタリングの方法 

 モニタリングの方法は、以下の４つとし、各モニタリング結果を受けて、最終的に

各施設所管課において、総合評価を行い、適当でない事項については、是正または改

善を指定管理者に対し指示するとともに、結果を公表します。 

 

＜ モニタリング方法 ＞ 

No. 名  称 

１ 指定管理者によるセルフモニタリング（自己評価） 

２ 施設所管課による実地調査 

３ 施設所管課による事業報告書、収支報告書のチェック 

４ 指定管理者による利用者へのアンケート調査 

３つの側面から評価 

※総称してモニタリングと言う 

①業務の履行状況の確認 

※サービス提供側の評価 

②サービスの質に関する評価 

※サービス利用者側の評価 

③継続性・安定性に関する評価 

※財務評価 
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 ① 指定管理者によるセルフモニタリング（自己評価） 

  施設の管理運営が、仕様書や協定書の内容に沿って行われているか、また、事業

計画書に記載の自主事業の実施状況等について、定期的に自己点検を行い、その結

果を事業報告書の一部として提出（総合評価シート）するよう協定書に規定します。 

 

 ② 施設所管課における実地調査 

  施設所管課は、指定管理者の管理運営状況を確認するため、年１回以上、実地調

査を行うこととします。実地調査の実施時期については、施設所管課において決定

し、実地調査の結果及び評価内容を実地調査シート及び雇用関係チェックシートま

とめることとします。 

 

＜ 実地調査の主な内容 ＞ 

No. チェック項目 

１ 管理状況（修繕状況・安全管理・清掃・保守点検・備品管理が適正か） 

２ 
経理状況（利用料金の収入状況、減免・還付処理、賃金・社会保険の適用状

況が適正か） 

３ 書類管理状況（適正に管理されているか、個人情報管理は適正か） 

４ 職員の勤務状況（職員の配置が適正に行われているか） 

 

 ③ 施設所管課による事業報告書、収支報告書のチェック 

  指定管理者は、毎年度終了後、管理する公の施設の管理業務に関し、事業報告書

を作成し、市に提出しなければなりません。 

  本市では、指定管理者は、毎年度終了後、速やかに提出することとしており（手

続条例第８条）、期限を定めておりませんが、指定管理料の清算なども鑑みて、原則

として毎年度終了後から 30 日以内とし、協定でこの旨を定めることとします。 

 

＜ 事業報告書等の主なチェック項目 ＞ 

No. チェック項目 

１ 事業計画書に掲げている事業内容が適正に実施されているか 

２ 選定時提案、基本協定書及び事業計画書との整合性はとれているか 

３ 提出された報告書は、収入簿や日報等との整合性はとれているか 

４ 収支計画書と収支報告書の数値に大きく乖離しているものはないか 

５ 経費の節減に努めているか、またその効果は出ているか 

６ 再委託の内容及び要した費用は適正か 

７ 事業計画書に掲げた目標数値に対する達成度はどうか 

８ 苦情への対応、処理状況はどうか 
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９ 施設の法定点検、設備の保守点検等が適正に実施されているか 

10 自主事業の実施状況はどうか 

11 利用者数の推移、使用料または利用料金収入の推移はどうか 

 

 ④ 指定管理者による利用者へのアンケート調査（満足度調査） 

  施設利用者の満足度や要望などを的確に把握し、施設の管理水準の維持・向上を

図るため、毎年１回、利用者に対してアンケート調査を実施します。 

  施設所管課は、指定管理者に対し、趣旨・実施方法等を十分説明するとともに、

実施に向けての協力を依頼してください。 

 

＜ アンケート調査の実施内容 ＞ 

No. 項 目 内 容 

１ 実施主体 アンケート調査は指定管理者が実施 

２ 実施時期・実施期間 毎年度９月までに実施。概ね１か月間程度。 

３ 質問項目 市が他施設の利用者に対し実施するアンケートと同一 

４ 回収方法 
書面受付またはインターネット受付を、施設の状況に

応じて、施設所管課が決定 

５ 回 収 数 

各施設において１００件程度を目標とする。目標数を

得られない場合については、各施設所管課と協議し、

期間の延長等を検討する。 

６ 集計・報告 

指定管理者は、アンケート結果を集計し、満足度が低い

事項についての分析を行うとともに、結果について、施

設所管課へ報告する。 

また、集計結果から改善が必要と判断された場合は、問

題点とその改善策などを併せて施設所管課に報告す

る。 

７ 結果公表 

アンケートの集計結果は、施設内に掲示するととも

に、ホームページ上などで公表する。 

また、アンケートにおける自由意見に対する改善事項

についても同様とする。 

 

（４）目標管理手法の導入 

  指定管理者制度は、公の施設の管理運営を通じて施設の設置目的を達成するため

の手段として運用するものです。 

  本市のモニタリングにおいては、履行状況やサービス水準の確認だけでなく、目

標による管理（ＭＢＯ：Management By Objectives）の考え方を導入し、各施設所
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管課及び指定管理者の行動が、施設の設置目的の達成に向けた取組となっているか、

客観的に評価するものとします。 

 ※ＭＢＯ：事業の目的・理念を具体化・目標化することによって、自らの事業目的が達成され

ているかを自己管理する手法 

 

 ① 指標の設定 

  指定管理者が目標を設定するにあたっては、各施設の設置目的や性質等に応じた

適切な評価指標を選択する必要があります。 

また、施設所管課にとっては、指定管理者の設定する目標が、指定管理者に期待

する役割の達成度を測定、評価できるものであることが重要です。 

  このことから、施設所管課においては、各施設の設置目的や性質等を明確にした

うえで、事前協議を行うなど、指定管理者が適切な評価指標を選択、設定できるよ

う必要な支援を行うこととします。設定する指標の分類は以下のとおりです。 

＜ 指標の分類＞ 

No. 分 類 名 内 容 

１ 
インプット指標 

（ＩＰ） 

事業活動のための投入資源に関する指標 

（配置人員や事業実施に係る経費など） 

２ 
アウトプット指標 

（ＯＰ） 

事業活動の実施状況に関する指標 

（利用者数や施設稼働率、収入額など） 

３ 
アウトカム指標 

（ＯＣ） 

事業活動により創出された成果・効果に関する指標 

（利用者の満足度、地域住民の教養水準の向上など） 

 

 ② 数値目標 

  指定管理者が目標による管理を行ううえで、定性評価が必要であるとともに、目

標の達成度を客観的に確認するためには、定量評価も必要となります。 

このことから、施設の目的や性質等を踏まえ設定した評価指標に対して、適正な

数値目標を原則として設定することとします。 

  なお、目標管理を行ううえで、数値目標自体が自己目的化し、本来の目的が損な

われ、ノルマ管理に陥らないよう十分留意する必要があります。 

 

 ③ 評価指標の例 

  評価については、本来アウトカム指標によって行うことが理想的ですが、アウト

カム指標は、評価指標の設定や測定が困難な場合があります。 

  このことから、モニタリングで用いる指標としては、以下の例示を参考にとし、

アウトカム指標 ＞ アウトプット指標 ＞ インプット指標の順に、施設の目的や性

質に合わせて選択することとします。 
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＜ 評価指標の設定例 ＞ 

評価項目 指標例 種別 指標の使用例 

施設の設置 

目的の達成 

利用者数 OP 
目標利用者数に達しているか把

握する 

施設の稼働率 OP 
施設が有効に活用されているか

把握する 

指定事業への参加率 OP 指定事業の達成度を把握する 

自主事業への参加率 OP 自主事業の達成度を把握する 

指定事業の実施回数 IP 
施設の目的に合致した事業を提

供したか把握する 

自主事業の実施回数 IP 
施設を有効に活用しているかを

把握する 

ホームページアクセス数 OP 利用者の関心度を把握する 

ＳＮＳへのコメント数 OP 利用者の関心度を把握する 

情報誌等の発行回数 IP 情報提供情況を把握する 

利用者満足度 
利用者の満足度 OC 利用者ニーズを把握する 

再利用希望率 OC 再訪希望状況を把握する 

経費の縮減 

ｺｽﾄ削減率 

（支出÷目標支出） 
IP 

目標通りに経費削減できている

か把握する 

利用者一人あたりのｺｽﾄ 

（支出÷延べ利用者数） 
OP 施設の効率性を把握する 

利用者一人あたりの市負

担ｺｽﾄ（指定管理者料÷延

べ利用者数） 

OP 施設の効率性を把握する 

人件費比率 

（人件費÷支出） 
IP 

効率が低下していないか把握す

る 

外部委託比率 

（外部委託額÷支出） 
IP 

外部委託をし過ぎていないか把

握する 

収入の増加 

収入額 OP 
目標収入額を達成しているか把

握する 

収入増加率 OP 収入の増減状況を把握する 

事業収支 

（収入 － 支出） 
OP 事業計画の健全性を把握する 

利用料金収入のカバー率 

（利用料収入÷支出） 
OP 

利用料金収入でどれだけ賄って

いるか把握する 

利用料金以外の収入額 OP 自主事業による収入を把握する 
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 ④ 目標設定の留意点 

  評価指標の具体的な目標値の設定においては、以下の点に留意し、適正な目標値

を設定する必要があります。 

＜ 目標設定の留意点＞ 

No. 項 目 名 内 容 

１ 
達成可能な目標値を設

定すること 

目標値は指定管理者が達成可能な水準でなければな

りません。目標値の設定に際しては、指定管理者と事

前に協議してください。 

２ 
達成された目標を不用

意に引き上げないこと 

前年度で目標が達成された場合、次年度で目標設定

を高くする検討を行うことが想定されますが、安易

に目標値を引き上げると前年度水準では達成された

指標が未達成となる可能性があるため、留意するこ

と。 

３ 
他施設と単純比較しな

いこと 

類似施設であっても、設置目的や性質、機能、立地な

どにより、設定すべき評価指標や目標値は異なるこ

とが想定されますので、施設毎に適正な指標及び目

標値を設定すること。 

 

（５）評価の手順等 

  利用者アンケート調査、実地調査、事業報告書及び収支報告書のチェック結果等

を基に、各施設所管課は、指定管理者から提出を受けた総合評価シートを用いて、

毎年度５月末までに、総合評価を行います。 

  また、次年度以降の事業計画書の作成及び目標値設定をより効果的に実施するた

め、指定管理者から総合評価シート（中間版）を毎年度１月末までに提出を受け、

評価項目の状況や目標値の達成見込みを確認し、次年度以降の事業計画書の作成に

役立てることとします。 

 

 ① 評価区分と評価基準 

  総合評価シートは、以下の３つの評価区分で構成されており、各々の評価区分に

おける評価基準は、ＡからＤの４段階評価を用いることとします。 

 

＜ 評価区分 ＞ 

No. 評価区分名 内容 

１ 項目別評価 指定管理者及び施設所管課の両者が行う評価 

２ 総括評価 項目別評価の１区分ごとに施設所管課が行う評価 

３ 総合評価 総括評価の結果を基に施設所管課が行う評価 
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＜ 評価区分毎の評価基準 ＞ 

評価区分１ 項目別評価（指定管理者・施設所管課の両者がそれぞれ行う） 

 

① 実施体制に関する評価 

 Ａ 事業計画書等を遵守し、その水準より優れている 

Ｂ 事業計画書等を遵守し、その水準に概ね沿った内容 

Ｃ 事業計画書等を遵守しているが、一部に課題がある 

Ｄ 事業計画書等を遵守しておらず、改善の必要がある 

② サービス内容・水準に関する評価 

 Ａ 事業計画書等を遵守し、その水準より優れている 

Ｂ 事業計画書等を遵守し、その水準に概ね沿った内容 

Ｃ 事業計画書等を遵守しているが、一部に課題がある 

Ｄ 事業計画書等を遵守しておらず、改善の必要がある 

③ 収支等に関する評価 

 Ａ 事業計画書等を遵守し、その水準より優れている 

Ｂ 事業計画書等を遵守し、その水準に概ね沿った内容 

Ｃ 事業計画書等を遵守しているが、一部に課題がある 

Ｄ 事業計画書等を遵守しておらず、改善の必要がある 

④ 目標管理に関する評価 

 Ａ 目標達成率が １０５％以上 

Ｂ 目標達成率が  ８０％以上 １０５％未満 

Ｃ 目標達成率が  ６０％以上  ８０％未満 

Ｄ 目標達成率が  ６０％未満 

評価区分２ 総括評価（施設所管課が行う） 

 

① 実施体制に関する評価 

 Ａ 項目別評価が全てＢ以上であり、かつ、Ａが過半数以上 

Ｂ 項目別評価が全てＣ以上であり、かつ、Ｂ以上が８割以上（Ａ以外） 

Ｃ 項目別評価が全てＣ以上である（Ａ及びＢ以外） 

Ｄ 項目別評価にＤが含まれている 

② サービス内容・水準に関する評価 

 Ａ 項目別評価が全てＢ以上であり、かつ、Ａが過半数以上 

Ｂ 項目別評価が全てＣ以上であり、かつ、Ｂ以上が８割以上（Ａ以外） 

Ｃ 項目別評価が全てＣ以上である（Ａ及びＢ以外） 

Ｄ 項目別評価にＤが含まれている 
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③ 収支等に関する評価 

 Ａ 項目別評価が全てＢ以上であり、かつ、Ａが過半数以上 

Ｂ 項目別評価が全てＣ以上であり、かつ、Ｂ以上が８割以上（Ａ以外） 

Ｃ 項目別評価が全てＣ以上である（Ａ及びＢ以外） 

Ｄ 項目別評価にＤが含まれている 

④ 目標管理に関する評価 

 Ａ 項目別評価が全てＢ以上であり、かつ、Ａが過半数以上 

Ｂ 項目別評価が全てＣ以上であり、かつ、Ｂ以上が８割以上（Ａ以外） 

Ｃ 項目別評価が全てＣ以上である（Ａ及びＢ以外） 

Ｄ 項目別評価にＤが含まれている 

評価区分３ 総合評価（施設所管課が行う） 

 

Ａ 総括評価が全てＢ以上であり、かつ、Ａが２つ以上 

Ｂ 総括評価が全てＢ以上である（Ａ以外） 

Ｃ 総括評価が全てＣ以上である（Ａ及びＢ以外） 

Ｄ 総括評価にＤが含まれている 

 

 ② モニタリング結果の取扱い 

  各施設所管課は、総合評価シートによるモニタリング結果について、市ホームペ

ージ等で公表します。 

 

 ③ モニタリングに基づく措置 

  市は公の施設の設置者としての立場から、モニタリングの結果に基づき、指定管

理者に対して必要な指示等を行うことにより、施設の適正な管理の確保に努める必

要があります。 

  市が指定管理者に対し行う改善指示・命令等については、以下のとおりです。 

 

  ア 改善指示等 

   各施設所管課は、モニタリングの結果、業務の実施基準等に対して水準に達し

ない等、改善すべき事項を確認した場合は、改善指示書により、その是正または

改善を指定管理者に指示するものとします。 

   改善指示書による指示を受けた指定管理者は、指示項目の対応策を改善計画書

にまとめ、市の承認を受けたうえで、改善に取り組むものとします。 

 

  イ 改善報告書の提出 

   指定管理者は、改善計画書に基づき改善に取り組み、その結果を改善報告書に

より各施設所管課に報告します。 
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   各施設所管課は、報告を受けた改善計画書及び改善報告書に基づき、改善され

たかどうかにについて、実地調査等を行い確認します。 

 

  ウ 指定の取消し等 

   各施設所管課は、指定管理者が指示に従わないときまたは指定管理者による管

理を継続することが適当でないと認めるときは、指定の取消しや期間を定めて管

理業務の全部または一部の停止を命じることができます（法第 244 条の２第 11

項）。 

 

 ④ 次期選定への評価の反映 

  次期選定に現指定管理者が応募した場合、各施設所管課は、原則として指定管理

期間満了の前年度に、モニタリングの結果のとりまとめを行い、これまでの管理運

営の実績を加点・減点評価として選考に反映できるものとします。 

＜ 評価結果の反映方法 ＞ 

No. 総合評価結果 加点・減点 

１ 前年度までの評価でＡが６つ以上 合計点の 10％を限度に加点 

２ 前年度までの評価でＡが３つ以上（1以外） 合計点の５％を限度に加点 

３ 前年度までの評価すべてＢ以上（1,2 以外） 加点・減点を行わない 

４ 前年度までの評価にＣが含まれている 合計点の５％を限度に減点 

５ 前年度までの評価にＤが含まれている 合計点の 10％を限度に加点 

 ⑤ 年間スケジュール例 

モニタリング・評価に関する年間の大まかなスケジュールは、以下のとおりです。

ただし、実際のスケジュールについては、指定管理者等と調整したうえで、各施設

所管課において決定してください。 
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＜ モニタリング・評価年間スケジュール ＞ 

実施時期 内容 

事業開始前年度 ２月末頃 事業計画書の提出・確認 

事業年度内 随時 利用者からの苦情・要望対応 

事業開始後毎月 月次報告書の提出・確認 

４月～９月 アンケート調査の実施・報告・確認 

１月末 総合評価シート（中間版）の提出・確認 

２月末 事業計画書の提出・確認 

適時 実地調査の実施（各施設所管課） 

事業年度終了後 ４月末 事業報告書の提出・確認 

総合評価シートの提出・確認 

５月末 総合評価の実施（各施設所管課） 

６～８月頃 総合評価の決定 

指定管理者への結果通知 

市ホームページ等での公表 
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第１０ 指定期間満了前の手続きについて 

（１）指定期間満了後の管理運営のあり方の検討 

  指定管理者の総合評価において、制度導入の効果を検証し、指定管理者による管

理運営の継続の是非や施設の継続の必要性も含め、指定期間満了後の施設の管理運

営のあり方について、検討してください。 

  なお、機械的に指定管理者制度を継続することのないよう留意する必要がありま

す。 

 

（２）次期指定の手続き 

  指定期間満了後も、引き続き指定管理者による管理運営を行う場合、次期指定管

理者の指定の手続を行う必要があります。 

  具体的な手続きや流れは、「第４ 指定管理者制度の導入について」と同様です

が、既存の指定管理者は当該施設の管理運営実績があり、当該施設のことを熟知し

ているほか、市との協議などにより、一般の事業者が知りえない情報も知っている

ことも考えられ、一般的には有利となります。 

  このことから、よりよい提案を受けるため、広く事業者を公募し、新規事業者の

参入を確保することが重要であり、新規事業者への情報提供について配慮する必要

があります。 

 

（３）指定管理者変更時の手続き 

  指定管理者の再選考の結果、既存の指定管理者から変更となる場合、次期指定期

間の管理運営が円滑に移行できるよう、以下の手続きを行ってください。 

 

＜ 移行手続き ＞ 

No. 手続名称 具体的な内容 

１ 引継書の提出 
指定管理中の管理状況や懸案事項等について、引継書

を作成し、指定期間満了日の２か月前までに提出する 

２ 文書の引継ぎ 
指定管理業務に関する文書について、紛失等の事故が

ないよう、市を経由して行う 

３ 利用料金等の引継ぎ 

次期指定期間の施設の使用に関し、前納されている利

用料金については、次期指定管理者の利用料金収入と

すべきものであるため、引継ぎを行う 

 

（４）不可抗力等に伴う指定期間の延長 

  社会情勢の変動、新型コロナウイルス感染症など不可抗力及びその他予期するこ

とのできない事由の発生に伴い、新たな指定管理者の選定を行うことが、利用者の
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安全確保や市民サービスの停滞等を招く恐れがあるときは、企画財政課企画政策室

と協議し、原則として行財政改革推進本部及び推進部会長会議に付議したうえで、

指定期間を延長することができるものとします。 

  指定期間の延長を行う場合は、指定を行う際と同様に議会の議決を得る必要があ

るとともに、併せて債務負担行為の設定を行う必要があります。 

議会への議案の提出は、議会において十分な議案の審査を行うため、延長する指

定期間が開始する日から起算して２回前の定例会に提出することを原則とします。 

  なお、指定期間の延長にあたって議決すべき事項は、以下のとおりです。 

 

＜ 議決すべき事項 ＞ 

No. 内  容 

１ 公の施設の名称 

２ 指定管理者とする団体の名称（共同事業体の場合は、さらに構成団体名） 

３ 指定の期間の変更 
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第１１ 指定の取消等について 

（１）指定取消及び管理業務の停止等 

地方自治法上、市は、指定管理者が市長等の指示に従わないときその他当該指定

管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消

し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止（以下「指定取消等」という。）

を命ずることができることとされています。 

協定では、当該条項の内容について確認的に規定した上で、指定取消等の事由を

例示列挙します。 

＜ 指定取消等の事由 ＞ 

No. 指定取消等の事由 

１ 当該施設の設置条例又は協定の規定に違反したとき 

２ 
法第 244 条の２第 10 項の規定に基づく報告の要求又は調査に対して、これ

に応じず又は虚偽の報告を行い、若しくは調査を妨げたとき 

３ 法第 244 条の２第 10 項の規定に基づく指示に従わないとき 

４ 当該施設の指定管理者公募要項に定める資格要件を失ったとき 

５ 申込みの際に提出した書類の内容に虚偽があることが判明したとき 

６ 
指定管理者の経営状況の悪化や組織再編行為等により管理業務を継続するこ

とが不可能又は著しく困難になったと判断されるとき 

７ 
指定管理者の、指定管理業務に直接関わらない法令違反等により、当該団体

に管理業務を継続させることが、社会通念上著しく不適当と判断されるとき 

８ 指定管理者の責に帰すべき事由により管理業務が行われないとき 

９ 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、戦乱、内

乱、テロ、侵略、暴動、ストライキなどの市若しくは指定管理者の責に帰する

ことのできない自然的又は人為的な現象をいう）により管理業務の継続が著

しく困難になったと判断されるとき 

10 
指定管理者から、指定の取消又は管理業務の全部若しくは一部の停止を求め

る書面による申し出があったとき 

11 当該施設が、公の施設として廃止されることとなったとき 

12 
その他、市が当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認め

るとき 
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（２）指定取消等の手続き 

指定取消等の実施にあたっては、事象の重大性、原因（帰責性）、市民・利用者へ

の影響、処分実施後の当該施設の管理運営方法等を考慮した上で、処分の内容・実

施時期等を決定します。 

処分の実施にあたっては、本市の行政手続条例に基づき、理由の提示や聴聞等の

手続や、必要に応じて、市が既に支払った指定管理料の返還、収受した利用料金の

全部又は一部の市への納付、市に損害が発生した場合には損害賠償の支払い等を指

定管理者に求めることができるため、協定に定める必要があります。 

指定取消等の手続きは次のとおりです。 

 

 ① 聴聞又は弁明の機会の付与 

指定取消等は、「不利益処分（行政手続法第２条第４号）」に該当するため、これ

らを行うにあたっては、同法に基づき、聴聞または弁明の機会を与える必要があり

ます。（行政手続法第 13 条第１項第１号イ・ニ及び同項第２号） 

 

 ② 議会の議決 

指定取消等は、議会の議決を義務付けられていないことから、議案を提出する必

要はありません。 

 

 ③ 書面の送付・理由の提示 

聴聞等の手続きを経て、なお処分を行うべきと判断した場合は、指定取消通知書

等の書面により、指定取消等の処分を行います。この書面においては、当該処分の

理由を指定管理者に示さなければなりません。（行政手続法第 14 条第１項） 

 

 ④ 告示・報告 

指定取消等を行ったときは、各施設の設置管理条例及び管理規則の規定に基づき、

その旨を告示するとともに、連絡会議において報告します。また、議会報告も併せ

て行います。告示・報告する事項は次のとおりです。 

＜ 告示・報告事項 ＞ 

No. 内  容 

１ 施設の名称 

２ 指定管理者の名称、代表者及び主たる事務所の所在地 

３ 指定期間 

４ 指定取消等の理由 

５ 管理業務の一部を停止した場合は、当該停止した業務の範囲 
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（３）指定取消等を行う際の留意事項 

① 施設の管理運営体制 

指定取消等を行った場合は、速やかに新しい指定管理者の指定に向けた手続きを

行うものとし、次期指定管理者による管理運営が開始されるまでの間、直営とする

か、または施設を一時休止することとなります。 

公の施設は市民の利用に供するために設置した施設であることから、市民利用に

対する影響を最小限に抑えるよう配慮する必要があります。 

 

② 違約金・損害賠償の請求 

指定取消等を行った場合、一時的に施設を直営とするなど、新たな業務が発生し

ます。これらの業務に要する経費は市に生じる損害であり、指定管理者の責めに帰

すべき事由により発生するものであるため、指定管理者に損賠賠償責任が発生しま

す。 

協定では、原則として指定取消があった場合の違約金について定めるものとして

おり、市が損害の発生及び損害額についての証明を要せずに、指定管理者は違約金

を市に支払わなければなりません。 

また、違約金を超える損害があったことを市が証明した場合は、当該超える部分

についても、指定管理者は損害を賠償しなければなりません。 



 

 

 

 


